
CO2排出削減に関連する既存の制度について（続き）
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（「カーボンプライシングの活用の可能性に関するこれまでの議論」等より）

○FITも含めた暗示的炭素価格も含めた議論が必要であり、地球温暖化対策税に加えて、エネルギー課税、省エネ法、高度化法、

FIT等様々な施策全体について効果検証を行い、国際的なイコールフッティングを確保しつつ、追加的なカーボンプライシング

の必要性を議論することが重要である。

○日本の家計部門、産業部門の電力料金を見てみると、FITの再エネ賦課金の部分結構ある。この先FITの将来をどうするのか、

ということが考えられる。これは税制のグリーン化ということとまさに関係しており、FITの仕組みを税制のグリーン化という

流れの中に位置づけて、FITを改革していくというか、FITに組み込んでいくことが求められている点ではないだろうか。（第５

回）

○FITを税制グリーン化の中に位置づけていくというのは大変おもしろい論点で、カーボンプライシングについても恐らくパラ

レルに言える点。FIT自身は再エネを普及してコストを下げて再エネを拡大して再エネのエネルギー転換を引き起こす移行のた

めの制度だと思っており、そういう意味でカーボンプライシングとも移行のための機能というのはパラレルなところがある。

（第５回）

○FITに関して、賦課金の議論と同時に、燃料費の削減、いわゆる化石燃料の輸入の削減による電力コストにどれだけプラスの

効果があったのか、マイナスの効果があったのかという点や、FIT以降の日本の国内の再エネ投資額といった点も含めて、きち

んと評価することが必要だろう。（第５回）

○FITの制度目的は、再生可能エネルギーの普及と国際競争力の強化であった。おそらく太陽光パネルを念頭に置いていたと思

われるが、その後、日本のパネル産業は厳しい状況に置かれた。カーボンプライシングについては、そうした轍を踏まないよう、

使途も含めてセットで考えていくという姿勢は重要。
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CO2排出削減に関連する既存の制度について

 CO2排出削減に関連する既存の制度として、FIT（固定価格買取制度）の現状について、カーボンプ
ライシングとの比較の観点から、御議論いただきたい。
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再生可能エネルギーの位置づけ



政府方針における再生可能エネルギーの位置づけ

第２章 重点戦略ごとの環境政策の展開
１．持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築
（中略）徹底した省エネルギーを推進し、我が国に賦存する再生可能エネルギーを最大限活用すること等によって我が国のエネル
ギー需給構造を転換することは、地球温暖化対策の主要な柱であると同時に、一次エネルギー輸入の減少を通じてエネルギー自給
率が拡大し、エネルギー安全保障の実現に寄与するとともに、国際収支の改善、日本の産業競争力強化にも資するものである。こ
の観点から、企業・消費者等による徹底した省エネルギー・再生可能エネルギーの最大限の導入に向けた取組を促していく。
（２）国内資源の最大限の活用による国際収支の改善・産業競争力の強化
（再生可能エネルギーの最大限の導入）
国内に賦存する豊富な再生可能エネルギーを、省エネルギー・蓄エネルギーと組み合わせながら活用すれば、ＣＯ２削減だけでなく、
エネルギー自給率の向上、地域経済の活性化などにつなげることができる。このため、再生可能エネルギーについては、2017年４
月に施行したコスト効率的な導入を促す「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の一部を改正
する法律」（平成28年法律第59号）の適切な運用に加え、系統制約の克服や研究開発など総合的な施策を講じていくことによ
り、再生可能エネルギー源間のバランスの取れた最大限の導入と国民負担の抑制を両立させながら、自然環境や地元と調和した開
発を促進し、中長期的な電源自立化を目指す。

３．地域資源を活用した持続可能な地域づくり
（中略）地域資源等を持続可能な形で最大限活用するための施策を実施する。地域の再生可能エネルギーを活用した自立・分
散型エネルギーの導入は、地域のエネルギー収支を改善するとともに、雇用促進や国土強靱化にも寄与することが期待される。また、
循環資源や再生可能資源を活用することは、天然資源の投入とそれに伴う資金の域外への流出を抑制し、廃棄物の最終処分量を
減少させるとともに、循環産業の成長等による地域の活性化に寄与することが期待される。（中略）このような取組を通じ、地域循
環共生圏の主要な部分の形成に貢献する。
（１）地域のエネルギー・バイオマス資源の最大限の活用
（地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入）
地域の特性に応じ、太陽光・風力・水力・地熱・バイオマスや、地中熱・温泉熱といった再生可能エネルギー由来熱など、多様な再
生可能エネルギー源を活用することで、地域のエネルギー収支を改善し、足腰の強い地域経済の構築に寄与することができる。また、
再生可能エネルギーに関連する事業等、さらには省エネルギー事業、高齢者の見守り事業等を併せて行うことにより新たな雇用を生
み出し、地域の活力の維持・発展に貢献する。再生可能エネルギーの多くは自立・分散型エネルギーでもあり、廃棄物処理施設にお
ける発電や熱利用と合わせ、災害時のレジリエンスの向上につながるため、国土強靱化にも資する効果が期待される。

「環境基本計画」（平成30年４月17日閣議決定）（抜粋）
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政府方針における再生可能エネルギーの位置づけ

第２章 2030年に向けた基本的な方針と政策対応 ／ 第１節 基本的な方針
３．一次エネルギー構造における各エネルギー源の位置付けと政策の基本的な方向
（１）再生可能エネルギー
①位置付け
現時点では安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出せず、国内で生産できることから、エネルギー安全保障に
も寄与できる有望かつ多様で、長期を展望した環境負荷の低減を見据えつつ活用していく重要な低炭素の国産エネルギー源である。
②政策の方向性
再生可能エネルギーについては、2013年から導入を最大限加速してきており、引き続き積極的に推進していく。そのため、系統強化、規制の合
理化、低コスト化等の研究開発などを着実に進める。再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議の司令塔機能を活用し、引き続き関係府省
庁間の連携を促進し、更なる施策の具体化を進める。これにより、2030年のエネルギーミックスにおける電源構成比率の実現とともに、確実な
主力電源化への布石としての取組を早期に進める。
これに加えて、それぞれに異なる各エネルギー源の特徴を踏まえつつ、世界最先端の浮体式洋上風力や大型蓄電池などによる新技術市場の創
出など、新たなエネルギー関連の産業・雇用創出も視野に、経済性等とのバランスのとれた開発を進めていくことが必要である。

第２節 ２０３０年に向けた政策対応
３．再生可能エネルギーの主力電源化に向けた取組
再生可能エネルギーをめぐる状況は、大きく変貌している。世界的には、発電コストが急速に低減し、他の電源と比べてもコスト競争力のある電
源となってきており、導入量が急増している。我が国においても、2012年７月のＦＩＴ制度の導入以降、急速に再生可能エネルギーの導入
が進んだが、一方でその発電コストは国際水準と比較して依然高い状況にあり、国民負担の増大をもたらしている。エネルギーミックスにおいて
は、2030年度の導入水準（２２～２４％）を達成する場合のＦＩＴ制度における買取費用総額を３．７～４兆円程度と見込んでいる
が、2018年度の買取費用総額は既に3.1兆円程度に達すると想定されており、再生可能エネルギーの主力電源化に向けて国民負担の抑制
が待ったなしの課題となっている。また、再生可能エネルギーの導入拡大が進むにつれ、従来の系統運用の下で系統制約が顕在化しており、再
生可能エネルギーの出力変動を調整するための調整力の確保も含め、再生可能エネルギーを電力系統へ受け入れるコストも増大している。さ
らに、地域との共生や発電事業終了後の設備廃棄に関する地元の懸念に加え、小規模電源を中心に将来的な再投資が滞るのではないかと
いった長期安定的な発電に対する懸念も明らかとなってきている。
このため、ＦＩＴ制度の適切な運用と自立化を促すための制度の在り方の検討、系統制約の克服、調整力の確保、規制のリバランス、低コ
スト化等の研究開発、廃棄時や再投資のための対応などを着実に進める。引き続き、再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議を政府の司
令塔機能として活用するとともに、関係府省庁間の連携を促進する。
他の電源と比較して競争力ある水準までのコスト低減とＦＩＴ制度からの自立化を図り、日本のエネルギー供給の一翼を担う長期安定的な
主力電源として持続可能なものとなるよう、円滑な大量導入に向けた取組を引き続き積極的に推進していく。

「エネルギー基本計画」（平成30年７月３日閣議決定）（抜粋）
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（参考）「再生可能エネルギーの意義」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年４月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
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ＦＩＴ制度の現状について



固定価格買取制度
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 「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」は、再生可能エネルギーで発電した
電気を、電力会社が一定価格で一定期間買い取ることを国が約束する制度。

電力会社が買い取る費用を電気の利用者から賦課金という形で厚め、今はまだコ
ストの高い再生可能エネルギーの導入を支えている。この制度により、発電設備の
高い建設コストも回収の見通しが立ちやすくなり、より普及が進む。

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト「固定価格買取制度『固定価格買取制度の仕組み』」



再生可能エネルギー発電促進賦課金

固定価格買取制度で買い取られる再生可能エネルギー電気の買い取りに要した費
用は、電気の使用者から広く集められる再エネ賦課金によって賄われている。

再生可能エネルギーで発電された電気は、日々使う電気の一部として供給されてい
るため、再エネ賦課金は、毎月の電気料金と合わせて支払われている。

出典：資源エネルギー庁ウェブサイト「固定価格買取制度『再生可能エネルギー発電促進賦課金とは』」

 電気を使うすべての方にご負担いただくものです。
 電気料金の一部となっています。
 ご負担額は電気の使用量に比例します。
 再エネ賦課金の単価は、全国一律の単価になるよう調整を行います。
 皆様から集めた再エネ賦課金は、電気事業者が買取制度で電気を買い取るための費用に回され、最終的には再生可能エネル

ギーで電気をつくっている方に届きます。
 再エネ賦課金の単価は、買取価格等を踏まえて年間でどのくらい再生可能エネルギーが導入されるかを推測し、毎年度経済産業

大臣が決めます。なお、推測値と実績値の差分については、翌々年度の再エネ賦課金単価で調整します。
 買取制度によって買い取られた再生可能エネルギーの電気は、皆様に電気の一部として供給されているため、電気料金の一部と

して再エネ賦課金をお支払いいただくこととしております。（なお、再エネ賦課金単価の算定の際、買取に要した費用から、電気事
業者が再生可能エネルギーの電気を買い取ることにより節約できた燃料費等は差し引いております。）

 再生可能エネルギーの電気が普及すれば、日本のエネルギー自給率の向上に有効です。エネルギー自給率が向上すると、化石
燃料への依存度の低下につながり、燃料価格の乱高下に伴う電気料金の変動を抑えるといった観点から、すべての電気をご利用
の皆様にメリットがあるものだと考えています

再エネ賦課金の特徴
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（参考）「再生可能エネルギーの導入は、着実に拡大」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「再生可能エネルギーの導入状況」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「再生可能エネルギーの導入状況」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「国民負担の増大と電気料金への影響」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
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ＦＩＴ制度の抜本見直しについて



「今次の検討のフレームワーク（案）」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

資源エネルギー庁において、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に
関する特別措置法」の規定に基づくFIT制度の抜本見直しに併せて、再生可能エ
ネルギー政策の再構築に関する検討が進められているところ。

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



「再生可能エネルギー政策の再構築に当たっての基本原則(案)」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



「主力電源たる再生可能エネルギーの将来像（イメージ）」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



(参考)「競争力ある電源への成長モデル」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「地域で活用される電源としてのモデル」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「再生可能エネルギーがもたらす電力システムの変容」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「電源の特性に応じた制度の在り方①」
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「FIT制度の抜本見直しと再生可能エネルギー政策の再構築」（2019年4月22日資源エネルギー庁）

資源エネルギー庁において、今後、以下の論点（案）を中心に検討が進められて
いくと見込まれる。

第13回 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事
業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会



（参考）「電源の特性に応じた制度の在り方②」
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（参考）「適正な事業規律」
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（参考）「次世代電力NWへの転換」
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